
講義３
評価手法上の留意点について

評価者フォローアップ研修（共通コース）

令和６年４月開催

東京都福祉サービス評価推進機構
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内容

１ 評価手法に関する確認事項

２ 評価手法にかかる帳票類等の第三者

評価HP掲載場所
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１ 評価手法に関する確認事項
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（１）評価対象サービスの形態
・ 東京都福祉サービス第三者評価では、令和６年度時点、62の福祉サービスを

評価対象サービスとしている。

・ 第三者評価では、評価対象サービスを原則、訪問系・通所系・入所系に区分して

いる。 （ガイドブック２０２４ P.247,248）

・ 区分によって、利用者調査方法が異なる。 （ガイドブック２０２４ P.246）

評価対象サービス
の形態 利用者調査実施方法

訪問系 利用者が自宅でサービスを利用している形態で、アンケート
方式により調査を実施する。

通所系 利用者が自宅から施設等に通ってサービスを利用している形
態で、基本的にはアンケート方式により調査を実施するが、
施設等に滞在している時に聞き取り方式の実施も可能とする。

入所系 利用者が施設等に居住してサービスを利用している形態で、
事業者と評価機関の協議により、一人ひとりの利用者につい
てアンケート方式による実施か聞き取り方式による実施か決
定した上で調査を実施する。
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・ 62評価対象サービスのうち、「共通評価項目による直接的な調査の実施が難しい

利用者が多いと想定される１２サービス」については、評価対象サービスの区分を

「その他」と区分。

・ 「その他」は、あらかじめ場面観察を実施し、家族等へのアンケートも行う。

1 認知症対応型通所介護 8 障害児多機能型事業所

2 認知症対応型共同生活介護 9 福祉型障害児入所施設(旧知的障害児
施設)

3 生活介護(主たる利用者が重症心身障
害者)

10 福祉型障害児入所施設(旧第二種自閉
症児施設)

4 児童発達支援センター（旧福祉型児童
発達支援センター（主たる利用者が重
症心身障害児または肢体不自由児））

11 医療型障害児入所施設(旧重症心身障
害児施設)

5 児童発達支援センター（旧医療型児童
発達支援センター（主たる利用者が重
症心身障害児または肢体不自由児））

12 乳児院

6 児童発達支援事業

7 放課後等デイサービス
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認 可

サービス名 評価対象
第三者評価制
度上の種別名

認定こども園

幼保連携型 〇

認定こども園
幼稚園型 〇

保育所型 〇

地方裁量型 〇

認可保育所 〇 認可保育所

地域型保育事業

小規模保育事業

A ×

（対象外）

B ×

C ×

家庭的保育事業 ×

事業所内保育事業 ×

居宅訪問型保育事業 ×

・認定こども園・認可保育所は、受審対象のサービスに含まれるが、地域型保育

事業は対象に含まれない。

（ガイドブック２０２４ P. 181） 6

（２）保育分野のサービス種別



・認証保育所は第三者評価のサービス種別上「認証保育所A型・B型」として、

「認可外保育施設(ベビーホテル等)」とは別に区分されている。

・「認可外保育施設(ベビーホテル等)」には、家庭的保育事業(都ママ)は含まない。

認 可 外

サービス名 評価対象
第三者評価制度
上の種別名

認証保育所
A型 〇 認証保育所

A型・B型B型 〇

事業所内保育施設

事業所内保育施設 〇

認可外
保育施設

(ベビーホテル
等)

院内保育施設 〇

企業主導型保育事業 〇

ベビーホテル 〇

その他の認可外保育施設 〇

都補助制度 家庭的保育事業(都ママ) × （対象外）

（ガイドブック２０２４ P. 181） 7



（３）障害児多機能型事業所の注意点
障害児多機能型事業所は、

①「児童発達支援事業＋放課後等デイサービス」

②「児童発達支援センター＋放課後等デイサービス」

の、いずれかのパターンで、同一指定番号による指定を受けている。

放課後等デイサービスなど、誤って単一のサービス種別として受審
しないよう注意。

※福ナビのほか、東京都障害者サービス情報や、指定権者である東京都や区市
町村への確認等、複数の方法で最新の指定状況を確認すること。
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＜福祉型障害児入所施設及び医療型障害児入所施設＞

東京都福祉サービス第三者評価におけるサービス種別

福祉型障害児入所施設（旧知的障害児施設)

福祉型障害児入所施設（旧第二種自閉症児施設）

福祉型障害児入所施設（旧ろうあ児施設）

医療型障害児入所施設（旧肢体不自由児施設）

医療型障害児入所施設（旧重症心身障害児施設）

（４）障害者(児)サービスの評価対象事業所
一覧

9



評価機関が福ナビからログインできる「評価機関掲示板」に、

評価対象事業所一覧を毎年１回掲載。

契約前にこの一覧を
必ず確認する。
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＜主たる利用者が重症心身障害児または肢体不自由児であるサービス種別＞

東京都福祉サービス第三者評価におけるサービス種別

児童発達支援センター（旧福祉型児童発達支援センター）

児童発達支援センター（旧福祉型児童発達支援センター（主たる利用者が重症心身障害
児または肢体不自由児））

児童発達支援センター（旧医療型児童発達支援センター（主たる利用者が重症心身障害
児または肢体不自由児））

児童発達支援事業

児童発達支援事業（主たる利用者が重症心身障害児または肢体不自由児）

放課後等デイサービス

放課後等デイサービス（主たる利用者が重症心身障害児または肢体不自由児）

障害児多機能型事業所

障害児多機能型事業所（主たる利用者が重症心身障害児または肢体不自由児）
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＜主たる利用者が重症心身障害者であるサービス種別＞

東京都福祉サービス第三者評価におけるサービス種別

生活介護

生活介護（主たる利用者が重症心身障害者）

どちらの手法で評価するか、評価対象事業所一覧に掲載しているため、

確認する。
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（５）非該当適用

＜調査時に支援の対象がおらず、実際の取り組みが行われていない場合＞
・すみやかに「非該当」とはせず、支援対象者がいる場合を想定して、どのように
対応するしくみがあるか確認する。

・あてはまる支援が想定されない等の事情がある場合に「非該当」を適用。
ただし、必ず機構へ事前協議すること。（５財情報第２３１８号）

・【○○している事業所のみ】など墨付きカッコ表記の標準項目に「非該当」を
適用する場合、機構への事前相談は不要。

（例）標準項目「メニューや味付けなどに工夫をしている」⇒食事提供を施設として
一切行っていない場合は「非該当」を適用

※正しくはガイドブック２０２４ P. 280参照
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（６）利用者調査・自己評価の分析結果の事前送付
３１財情報第１９０１号通知より抜粋

４ 利用者調査 （４）

利用者調査の実施、集計、分析は、事業評価の訪問調査前に実施し、その結果
については、訪問調査前に事業者あて送付するとともに訪問調査の際に活用す
ること。

５ 事業評価 （１）

「自己評価」は、経営層（運営管理者含む。）の合議及び全職員（経営層含む。）
の個別回答による。訪問調査の前に必ず実施・回収・分析の上、事業者あて送
付し訪問調査で活用すること。

５ 事業評価 （３）

「訪問調査」では、利用者調査及び自己評価実施後、評価者が事業者を訪問し、
利用者調査及び自己評価実施の集計・分析結果に関する説明の実施、現地調
査、評価機関の事前分析結果に基づく経営層（運営管理者含む。）等へのヒアリ
ング並びに標準項目の確認、その他評価に関する必要な情報の収集・確認を
行うものとする。

ガイドブック２０２４ Ｐ.233～234参照
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（７）利用者調査・自己評価の回答の取り扱い
３１財情報第１９０１号通知より抜粋

※4財情報第2274号のとおり、利用者調査をWebアンケートシステムを活用して

実施する場合も同様。

ガイドブック２０２４ Ｐ.234参照

８ 個人情報の取り扱い

（3）利用者調査及び自己評価により得られた各個人の回答は当該評価機関以外
の者が見ることのない回収方法を採用するとともに個人を特定できないように最
善の配慮・措置を講ずること。

回収方法の工夫例

・事業所に施錠した投函箱を置いておき、締切を過ぎたら評価機関で回収する

・評価機関宛の返信用封筒にて返送してもらい、評価機関の事務所で封筒を

開封する

・利用者の回答内容が漏れ聞こえない個室で聞き取り調査を実施する など
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（８）利用者調査で有効回答者数が３人未満
だった場合の公表
・有効回答者数が３人未満だった場合、評価結果報告書は、各項目の実数・コメ
ントも含め記載の上、機構へ提出する。

※公表の際、各項目の「コメント」と「実数」を閲覧できないように機構で処理

調査対象

調査方法

利用者総数

共通評価項目による調査対象者数

共通評価項目による調査の有効回答者数

利用者総数に対する回答者割合

利用者調査全体のコメント

評価者が記述する「調査対象」「調査方法」「利用者調査全体のコメ
ント」は利用者が特定されないよう、特に記載の工夫が必要。

・３人未満の場合でも

は公表される。
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【評価の単位】

事業所単位（事業所番号）ごとに評価

＝同一の事業所番号で連なっているユニットすべてを、１事業所として評価

ﾕﾆｯﾄ
A

ﾕﾆｯﾄ
D

ﾕﾆｯﾄ
B

ﾕﾆｯﾄ
C

NO.1234 NO.1234 NO.1234 NO.1234

１事業所として評価

１ユニットのみで評価はできない

（９）共同生活援助（障害グループホーム）の
評価

ガイドブック２０２４ Ｐ.186～187、Ｐ. 260～261参照

２７財情報第１６２１号通知より抜粋
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４ユニット以上を持つ事業所の１件の評価

職員自己評価
全ユニットの職員
を対象

利用者調査
全ユニットの利用者
を対象

訪問調査における
現地調査

３ユニット以上を現地調査

ガイドブック２０２４ Ｐ.186～187参照
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（10）事業者アンケートの紹介（令和４年度）
受審後、事業所に実施している事業者アンケートで、受審の感想として以下のよ
うな意見がありました。

・自分達で気づかなかった部分をフィードバックしてもらい、改めて強み弱みが整
理できた。
・専門性が高いため共通言語でのやりとりができ、支援手法なども色々と話がで
きたので全体的にも参考になった。
・事業所に対して何が求められていて、どのような課題があるかを浮彫りにして頂
けた。それらに対処していくことでより良い支援、事業運営につなげていける項
目がはっきりとした。
・障害がある方は自分の気持ちを上手に表現できなかったり、主張したりするこ
とが少ない。第三者評価を受審し、評価してもらった事で見える化による気づき
ができた。

第三者評価を受審した事業者は、次の一歩につながる「新たな気づき」を得てお
り、第三者評価結果が事業者のサービスの質の向上に向けた取り組みの支援と
なっていることが分かります。
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・今回、評価チームに現役の資格職の方が居り、最新の動向も踏まえた評価をし
て頂けて良かった。今回のように、評価チームのメンバーは、熟練のOBの方の
ほか、現役の方も入れて頂くと評価結果のバランスが取れて良いと思う。
・好意的に思っている方や不満のない方はアンケートを出さない傾向にあると聞
いたこともあるので、アンケートの回収率が低いと公平な意見ではないこともあ
ると思う。任意のアンケートではあるが、アンケートを回答してもらえるよう、工夫
してもらえるとよいと思う。
・利用者への質問は、形式張ったものだと、受けとる側の考え方が広がらず発展
しないため、表現を工夫頂きたい。

このように多く好意的な意見が寄せられた一方、「評価について不満はないが、
評価者のマナーの悪さに不満を感じた。」といった意見も一部ありましたので、評
価者としての意識やマナーの向上に努めるとともに、指導的言動がないように注
意し、事業者との信頼関係を構築し、よりよい評価を実施してください。

また、評価者・評価機関の事業所に対する配慮について、以下のような意見があ
りました。
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２ 評価手法にかかる帳票類等の
第三者評価HP掲載場所
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（１）帳票類の掲載場所

・評価機関事務局が利用する「評価機関掲示板」にログイン

① 事業者・利用者・評価機関が入力する帳票類
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・実際に利用する帳票類のデータ(Excel、Word形式)をダウンロードすることが可能。

・評価機関事務局が掲示板より帳票類を入手し、所属評価者に配布する。
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下にスクロール

② 参考閲覧用の帳票類
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・帳票類、共通評価項目、項目解説書のPDFデータを参考に閲覧することが

可能です。
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（２）評価手法チェックリストの掲載場所

「手法関連資料」に、「評価手法チェックリスト」をアップロードしています。

26



・全分野に共通する評価手法上の注意点、サービスごとの評価手法上の注意点
が掲載されています。

27（参考資料3）令和６年度評価手法チェックリスト

1 全分野共通チェックリスト

STEP No. チェック チェック事項 根拠通知 補足

１

評
価
チ
ー
ム
の
決
定
と
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ

1 □

一貫して一件の評価に関わる3人以上の評価者で、評価チームを構成しているか。

＊ただし、「利用者調査とサービス項目を中心とした評価」においては、2人以上の評価者でよいとしている。
＊ただし、小規模な事業所が多いと想定される、機構が別に定めるサービスの評価においては、2人以上でも
よいとしている。

・３１財情報第１９０１号３（３）
（・３１財情報第１９０２号）
（・５財情報第２３１７号）

○「利用者調査とサービス項目を中心とした評
価」の対象サービスは、５財情報第２３１７号「令
和６年度東京都福祉サービス第三者評価の評
価手法について（通知）」別表１（２）のとおり。
○小規模な事業所が多いと想定されるサービ
スは、５財情報第２３１７号「令和６年度東京都
福祉サービス第三者評価の評価手法について
（通知）」別表２のとおり。

2 □

評価チームは「福祉（福祉サービス分野）を担当する評価者」、「経営（組織マネジメント分野）を担
当する評価者」を組み合わせて構成しているか。

＊ただし、「利用者調査とサービス項目を中心とした評価」については、この手法は適用されないため、自由な
組み合わせで評価チームを構成してよい。

・３１財情報第１９０１号３（４）
（・３１財情報第１９０２号）

○「利用者調査とサービス項目を中心とした評
価」の対象サービスは、５財情報第２３１７号「令
和６年度東京都福祉サービス第三者評価の評
価手法について（通知）」別表１（２）のとおり。

3 □
補助者の支援を受ける場合、第三者評価の趣旨及び守秘義務の遵守を、補助者に対して徹底し
ているか。

３１財情報第１９０１号３（５）

4 □
一件の評価について、年度内（毎年４月１日から３月３１日までの期間）に、利用者調査の実施か
らフィードバックまでを実施しているか。

３１財情報第１９０１号３（１）

5 □
やむを得ず３１財情報第１９０１号通知及びその他の通知で定める評価手法を遵守できなくなっ
た場合は、機構まで速やかに連絡し、今後の対応について判断を仰いでいるか。

３１財情報第１９０１号９（１）

２

事
前
準
備

6 □

評価の過程で収集する情報についての取扱いは、次の事項を事業者と取り交わす契約書に明
記し、遵守しているか。
① 収集する情報は評価実施に必要な最小限のものとし評価以外の目的に使用しないこと。
② 個人情報が記載された書類は事業所外へ持ち出さないこと。
③ 保存年限到達後は速やかに廃棄すること。

３１財情報第１９０１号８（１）

7 □
評価について、「事前説明確認書」により、利用者調査実施前に事業者に説明をしているか。
また、説明を行ったことを確認の上、事前説明確認書に評価機関・事業者の双方が記名押印して
いるか。

・３１財情報第１９０１号３（６）
・３１財情報第１９０３号

○「事前説明確認書」とは、３１財情報第１９０３
号「福祉サービス第三者評価に関する事前説
明及び確認について（通知）」で定めている事
項が、全て盛り込まれたものをいう。

8 □ 補助者の支援を受けることに対する事業者からの了承を、評価機関は責任を持って得ているか。３１財情報第１９０１号３（５）



以上で 講義３は終了です。
確認テストに進んでください。
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